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令和２年司法試験 憲法 

 

第１ 規制①について 

１ 規制①は、高速専業事業者の高速路線バス事業を行う自由を侵害するとして、憲法２２

条１項に反し、違憲ではないか。 

（１）憲法２２条１項は「職業選択の自由」を保障している。他方、職業遂行の自由も認め

ないと、実質的に「職業選択の自由」を保障した趣旨を害する。そのため、営業の自由も同

項により保障される。そこで、同自由も、営業の自由として保障されるようにも思える。 

 しかし、高速専業事業者は、生活路線バスに参入しない限り、高速路線バス事業を行うこ

とができなくなる。これは、そもそも規制に従わない限り、高速路線バス事業を行うことが

できなくなることを意味する。よって、同自由は、営業の自由ではなく、「職業選択の自由」

に含まれ、憲法２２条１項により保障される。 

 そして、前述の通り、生活路線バスに参入しない限り、高速路線バス事業を行うことがで

きなくなるため、同自由に対する制約は認められる。 

（２）審査基準を検討する際、薬事法違憲判決と小売市場判決から、消極目的規制の場合は

厳格に、他方、積極目的規制の場合は緩やかに審査基準を立てるようにも思える。しかし、

目的が一つに定まらない場合もある。また、酒税法判決のように、財政目的という第三の目

的も考えられる。よって、目的二分論は採用しえない。そこで、目的は考慮要素の一つにと

どまり、規制の態様に着目して検討する。 

 たしかに、高速専業事業者は、生活路線バスに参入さえすれば、高速路線バス事業を行う

ことが可能である。そのため、自助努力により解決することができるため規制の態様は弱い

とも思える。しかし、生活路線バスの設置には多くの費用がかかる。参入地域は既存の生活

路線バス以外であることから、参入地域で十分な収益も見込めず赤字になることが予想さ

れる。このように、高速路線バス事業を行うには、利益が生じない地域への参入を強制され、

多額の費用を捻出しなければならない。また、生活路線バスの新規参入は、既存の生活路線

バスが運行していない路線に限られている。現状では、既存の生活路線バスを運行する事業

者の経営を脅かさずに参入できる地域があるかは不明確であり、そのような地域を見つけ

られない以上、新規参入する意思を有していても、新規参入することができない。したがっ

て、実質的には自助努力により解決することができない問題といえ、制約の態様は強いとい

える。以上より、規制の態様が強いことに鑑みると、規制①が違憲か否かは、目的が重要で、

目的と手段が適合し、より制限的でない他の選びうる手段が存在しないかで判断する。 

（３） 

第２ 規制②について 

１ 規制②は、区域外の者が自家用車で移動する自由を侵害するとして、憲法１３条に違反

し、違憲ではないか。 

（１）憲法１３条は、行動の自由を保障している。同自由は、自家用車を用いて移動するも
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のであり、行動の自由に含まれる。よって、憲法１３条により保障される。 

  そして、特定の時間帯において域外からの自家用車の乗り入れが禁止されているため、

同自由は、制約されているといえる。 

（２）人々は移動することによって、新たな人との出会いや行ったことのない場所を知るこ

とができる。これによって、自身の価値観を向上させ、成長することができる。また、自

家用車を用いることで、公共交通機関が通っていない場所へ行くことが容易になり、自身

の価値観を向上させることに役立つ。以上より、自家用車で移動する自由は重要な権利と

いえる。 

  他方、域外の者は特定の時間帯に限って自家用車での制限が禁止されているにすぎな

い。すなわち、規制によって、域外の者が自家用車を用いて当該区域に立ち入ることが禁

止されるわけではない。よって、一部の時間帯で域外の者も自家用車を用いて立ち入るこ

とが可能であるから、全面的な制約とは言えず、規制の態様は弱いといえる。 

  以上より、違憲か否かは、目的が重要で、目的と手段との間に実質的な関連性を有して

いるかで判断する。 

（３）（あてはめ以下、再現不可） 
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